
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

８２７０５

基盤研究(C)（一般）

2015～2013

言語障害のある子どもに対する協調運動面の指導に関する実践的研究

A Practical Study on Teaching Motor Coordination to Children with Speech and 
Language Disorder

００３００７１５研究者番号：

小林　倫代（Kobayashi, Michiyo）

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所・教育研修・事業部・上席総括研究員

研究期間：

２５３８１３３６

平成 年 月 日現在２８   ６ ２０

円     3,800,000

研究成果の概要（和文）：　「ことばの教室」で指導を受けている言語障害のある子どものうち、発達性協調運動障害
の傾向のある子どもがどのくらいの割合で存在するのかを明らかにするため、全国の「ことばの教室」に調査を行った
ところ、約2割という結果であったが、教室によってその占める割合に大きな差が見られた。
　また、発達性協調運動障害の傾向のある子どもを対象に言語障害に対する指導と共に協調運動面への指導を行い、言
語障害と協調運動の改善の程度を調べたところ、言語障害と協調運動の改善とは関連があるとは言い切れなかった。し
かし、運動面への指導が子どもの意欲等に影響を与え、言語障害に対する指導にも集中して取り組むようになると考え
られた。

研究成果の概要（英文）： A nationwide survey of teachers at the resource rooms for speech and language 
was conducted. The results showed that approximately 20% of children in the resource rooms had the 
tendency of developmental coordination deficit. It was found that this ratio decreased with advancing 
age. It was assumed that developmental coordination deficit was improved by growth.
 We conducted continuous case study ( 8 cases ) and case review meetings (3 cases) of the children with 
the tendency of developmental coordination deficit in the resource rooms for speech and language. The 
results suggested that the relationship between the improvements of coordination deficit and the 
improvement of language disorder was uncertain. From the case review meetings, the appropriate guidance 
for improving the motor aspect seemed to have good influences on motivation and attitude toward learning 
in the children, which helped them to concentrate on the tasks for improvement of speech and language.

研究分野：特別支援教育

キーワード： ことばの教室　言語障害　発達性協調運動障害　実践事例
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１．研究開始当初の背景 
言語障害のある子どもは、通級指導教室あ
るいは言語障害特別支援学級（通称「ことば
の教室」）において 1 対 1 あるいは小集団で
の指導を受けている。「ことばの教室」にお
ける指導内容・方法については、さまざまな
実践研究が行われてきている（独立行政法人
国立特別支援教育総合研究所 20121)，
20102),3)，20094),全国公立学校難聴・言語障
害教育研究協議会 20095)，20106)，20117)）。
また、「ことばの教室」で指導を受けている
子どもは、多様な実態であり、その指導内
容・方法に対して、教育現場の担当者が課題
としている現状がある（独立行政法人国立特
別支援教育総合研究所 20128））。 
 話すこと（音を作ること）自体、口唇・舌・
呼吸器等の協調運動によって生み出される
ものである。そうであるとすれば、言語指導
の場面において、口周辺の機能を高めるだけ
でなく、身体全体の協調運動の機能を高める
ことで、話しことばの改善がより促進される
のではないか、という仮説がたてられる。そ
こで、言語障害のある子どもに対して、協調
運動面の指導をも行い、その経過を観察し、
話しことばと協調運動の関連性について検
討することとした。 
 言語障害と協調運動の関連性に関しては、
経験上、関連がありそうだという知見がある
もののこれまでに研究として行われてきて
はいない。そこで、まず、言語障害のある子
どものうち、どのくらいの割合で発達性協調
運動障害を併存している子どもがいるのか
を把握し、見いだした発達性協調運動障害を
伴う言語障害児に対して指導を行い、話しこ
とばの変化と協調運動の変化から、その関連
性について検討する。 
 既に、発達性協調運動障害に関する判断で
は神経心理学的観点から開発された
Movement Assessment Battery for 
Children（MABC）があり、発達性協調運動
障害のある子どもへの指導実践（古賀ら
20089)）についての研究、さらには発達障害
のある子どもに発達性協調運動障害が併存
している報告もある（花井 200910)、香野
201011)）。しかし、言語障害のある子どもと
発達性協調運動障害との関係性は未だ明ら
かになっていない。そこで、本研究において、
言語障害と協調運動の関連性について明ら
かにする。 
 
２．研究の目的 
本研究は、経験知として受け止められてい
る言語障害と協調運動の関連性を実証的に
明らかにすることが目的である。そのために、
以下の点について、解明する。 

(1)「ことばの教室」で指導を受けている言
語障害のある子どものうち、発達性協調運動
障害の傾向のある子どもがどのくらいの割
合で存在するのかを明らかにすること 

(2)言語障害の改善と協調運動の改善が相

互に影響しあうか否かについて、事例を通し
て検討し、その指導内容・方法を明らかにし
ていくこと 
 
３．研究の方法 
本研究では、上記目的(1)を達成するため
に、全国の「ことばの教室」の担当者を対象
としたアンケート調査を実施し、発達性協調
運動障害の傾向のある子どもの割合を明ら
かにする。 
 また、目的(2)を明らかにするために、継
続的な事例調査と事例研究を行う。この推進
にあたっては、研究協力機関及び研究協力者
に協力を依頼するとともに、発達性協調運動
障害に関する専門家や作業療法士等の協力
を得ることとする。また、事例研究を進める
際には、事例検討会を実施し、より詳細な分
析や指導内容の検討を行う。 
 
４．研究成果 
(1) 全国の「ことばの教室」の担当者を対象
としたアンケート調査結果 
 全国のことばの教室（言語障害を対象とし
ている通級指導教室及び言語障害特別支援
学級）を設置している学校（園）1,850 校を
調査対象とした。調査は質問紙法で、郵送に
よる調査用紙の送付・回収によって実施した。 
発送は平成 26 年 10 月上旬に行い、同年 10
月末日を締め切り日として返送を依頼した。
回答にあたっては、平成 26 年 10 月 1日現在
の状況を記入するよう依頼した。 
回答数は 1,299（回収率：70.2％）であっ
た。ことばの教室で指導している子どもの合
計数は、35,904 人であった。そのうち、同年
齢の子どもと比べて運動面でぎこちないと
思われる子どもは 7,976 名であり、ことばの
教室で指導している子どもの 22.3%であった。
障害種別における「ぎこちない子ども」の占
める割合では、言語発達の遅れが 29.3%
（2,921 名）と最も高く、次いでその他 25.0%
（1,512 名）であった。 
 
表１ 障害種別の「ぎこちない子ども」の人数と割合 

 
 
 
 

 
また、「ぎこちない子ども」の割合を幼児・
小学校低学年・小学校高学年・中学校の年代
別・障害種別に整理すると表2のようになる。 
 
表 2 年代別・障害種別の「ぎこちない子ども」の割合(%) 

 
 
 
 
 
 

 



年代別にみると、「ぎこちない子ども」の
占める割合は、幼児で最も高く 26.6%であっ
た。次いで、小学校低学年 21.5％、小学校高
学年 21.4%であった。 
また、障害種別と年代別を併せてみると、
構音障害の子どものうち、中学生においてぎ
こちなさのある子どもの割合が多く、34.1％
であった。次いで、小学校高学年の 21.6％で
あった。口蓋裂の子どもも、中学生において
ぎこちなさのある子どもの割合が多く、
28.6％であった。次いで、幼児の 25.0%であ
った。吃音では、ぎこちなさのある子どもの
割合は、幼児に多く 21.5％であった。言語発
達の遅れでは、ぎこちなさのある子どもの割
合は、幼児が最も多く 33.9%であり、年代が
上がるにつれてぎこちなさの占める割合は
減少する傾向がみられた。その他においても、
言語発達の遅れと同様の傾向であった。 
構音障害のある子どもでは、年代が上がる
につれて、「ぎこちない子ども」の占める割
合が高まっている要因は、構音障害だけが課
題で「ことばの教室」に通級している子ども
は短期間で構音障害が改善され退級してい
く。しかし、構音障害が主訴でありながら、
長期間通級する子どもは、構音障害のほかに
何らかの課題があると推測され、「ぎこちな
い子ども」の占める割合が多くなっていると
考えられる。一方、「ことばの教室」で言語
発達の遅れの子どもと「その他」に分類して
いる子どもは、年代が上がるにつれて、その
占める割合は減少している。これは、当初「こ
とばの教室」に通っていたぎこちないとされ
た子どもが他の学びの場（たとえば、特別支
援学級や特別支援学校）に移行し、通級によ
る指導を受けなくなるという状況の現われ
ではないかと考えられる。これらの様相は通
級による指導の場である「ことばの教室」の
特徴ととらえられる。 
(2) 継続的な事例調査の結果 
 継続的な事例調査を行うために、運動面の
チェック項目として「ことばの教室」で実施
する面接観察項目、「改訂版 随意運動発達
検査」12）のうち90%通過年齢5歳以上の項目、
DCDQ （ The Developmental Coordination 
Disorder Questionnaire）13)，14)の項目を選定
した。また、言語面のチェック項目として行
動観察による子どもの様子と「ことばのテス
ト絵本の結果」とし、運動面・言語面をあわ
せた調査票（チェックリスト）を作成した。
65 名の子どもを対象とした予備調査を行い、
項目等の修正を行った。その後、公立小学校
2校のことばの教室に通級している児童10名
の担当者に子どもの実態のチェックを定期
的に依頼した。子どもの指導内容・活動は、
子どもの実態に応じた従来通りの実践を行
った。 
調査時期は、平成 26 年 10 月、平成 27年 3
月、平成 27 年 9 月の計 3 回であった。10 名
で開始した調査であったが、平成 26 年度末
に 2 名の子どもが退級したため、3 回の調査

を継続的に実施できたのは 8名であった。 
 この 8名の子どもの言語障害と運動面の変
容を捉えると、言語面・運動面共に成長が見
られた事例、言語面の成長は見られたが運動
面の成長は見られなかった事例、両面とも変
容が見られなかった事例という大きく3つの
グループに分けられた。この結果から、言語
障害の改善と運動面の改善とは、単純に関係
があるとは言い切れないと考えられた。 
しかし、カーツ（2012）15）は発達性協調運
動障害のある子どもは、機能的視覚の障害と
発話の問題を抱えていることが多いと指摘
している。そこでは、機能的視覚の課題は、
目の筋肉を適切にコントロールできないこ
とで起きるとされており、視知覚にも問題が
出るという。また、発話の問題では、構音障
害や食べるときにもよだれがひどかったり、
のどに詰まらせたりすることがあるような
口腔運動の協調に問題があるとしている。こ
れらのことから、言語障害と協調運動の関係
がないとは言い切れず、「ことばの教室」に
おける指導の組み立てに際しては、運動面に
関する実態把握を行い、運動面の指導をする
ことが必要ではないかと考える。 
(3)事例研究 
「ことばの教室」に通級している発達性協
調運動障害の傾向のある子ども3名を事例研
究の対象とし、それぞれに事例検討会を実施
した。事例検討会では、子どもが作業療法士
から、直接指導を受け、運動面に対するアセ
スメントを行った。その後、指導内容につい
て、協議・検討を行った。 
Ａさんは、粗大運動、微細運動ともに不器
用さが目立ち、口や舌の動きも未熟であった。
運動が嫌いで、物事への取組は消極的であっ
たが、作業療法士の指摘から、その後の指導
にはトランポリンやバランスボールによる
運動を取り入れた。約 1 年半後のＡさんは、
発音の改善は見られていないが、積極性が増
し、進んで様々な活動に取り組むようになる
など、その行動様式には変化が見られている
ことが報告されている。 
B さんは、周りの人と関わることには積極
的であるが、発音に誤りがあり「何を言って
いるのか分からない」と言われ、伝わらない
もどかしさや悔しさを感じている様子であ
った。事例検討会では、体幹を作るための運
動が必要であるという作業療法士からの指
摘を受け、その後の指導では台上での腿上げ
やセラピーボールを使ってバランスを保つ
活動などを行った。課題は残っているものの
構音が改善されてきている。運動面でも様々
な課題があるが、「ことばの教室」で運動を
することにより、自己有能感を高めている様
子が報告されている。 
Ｃさんは、構音と協調運動に課題のある子
どもであった。事例検討会では、作業療法士
から、筋力が弱く、眼球運動にも課題がある
と指摘された。足裏相撲、平均台の昇降、両
手にバットを持ってバランスボールを叩く



などの運動を行った。運動能力の向上に伴い、
直接的に構音の指導を開始していない構音
も改善していたこと、友だちと遊べるように
なったなどの成長が見られた。それと同時に
集中力が身につき、動きの模倣ができるよう
になったと報告されている。何にも増してＣ
さんは自信がついて、生活全般にわたって意
欲的になったという。３事例とも、「ことば
の教室」における指導で、運動の指導も行い、
運動面の改善が、本人の意欲や自己有能感に
つながっていることがみられた。 
事例研究で対象となった3つの事例からは、
運動を行うことは、子どもの意欲や自尊感情、
対人関係を含めた様々な行動様式に影響を
与えることが推測され、運動面への適切な指
導の重要性が示唆される。そして、運動面へ
の適切な指導が、子どもの課題に取り組む意
欲や姿勢に影響を与え、言語障害に対する指
導にも集中して取り組むことができるよう
になると、考えられる。 
(4) 「ことばの教室」における運動面に対す
る指導 
多くの「ことばの教室」にはプレイルーム
が設置されており、「ことばの教室」の担当
者は、プレイルームで様々な活動を行ってい
る。継続的に行った事例調査で回答のあった
運動面の指導内容を整理すると、次のような
活動であった。ボール運動では野球・サッカ
ー・ドッジボール・バスケットボール等であ
り、ゲーム的活動としてバドミントン・風船
バレーなどが行われていた。また、縄跳び（短
縄・大縄）も行われている。「ことばの教室」
のプレイルームに用意されている用具、例え
ばトランポリンやバランスボール・大玉など
での活動も行っていた。また、制作活動（折
り紙・アイロンビーズ・紙工作）など手先を
使う活動を取り入れている実践もあった。 
「ことばの教室」における運動面に関する
活動を整理すると、体育の授業で行われる内
容の補習的な活動、物（ボールや風船等）を
介したやりとりをすることを通してコミュ
ニケーションの向上をねらった活動、身体を
動かすことによるストレス解消や気分転換
をねらった活動などが考えられた。つまり、
「ことばの教室」では、言語面の主訴に対応
した指導は当然のことであるが、運動面に関
しては、身体を動かすことによる様々な効用
を考えて取り入れていることが推察された。 
一方、事例検討会での作業療法士からの助
言では、体幹を作ること、筋肉をつけること、
身体の使い方を教えていくこと等であり、そ
れらを訓練的に行うのではなく、子どもの実
態に合わせ、ゲーム的に楽しく行うことが大
切であるとの指摘がなされている。 
「ことばの教室」のプレイルームで行う運
動は、身体を動かすことによって得られる効
果を期待するだけでなく、身体の仕組みを踏
まえた適切な動きの経験を意図的にたくさ
ん行わせることを通し運動を学習していく
ことに視点をおくことも必要ではないかと

考える。 
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